タウン推進局
事業執行概要

管　理　課　

○　総務・経営グループ
○　財産活用グループ

誘致整備課

○　企画・整備グループ

○　誘致分譲グループ

事　業　執　行　概　要

１．りんくうタウン事業（南大阪湾岸整備事業）
①目的
関西国際空港の対岸部において埋立てを行い、空港機能の支援及び補完と大阪湾及び地域の環境改善を図り、あわせて地域の振興に資する。

②事業の概要
（ア）造成面積　　　318.4ha（計画面積：219.3ha）

（イ）埋立土量　　　2,520万㎥

（ウ）事業費　　　約4,994億円
（エ）事業期間　　　昭和61年度～平成８年度

　　　　　　　　　　　　　※公有水面埋立法に基づく埋立免許取得～全域竣功認可

（オ）根拠法令　　　公有水面埋立法
③事業の進捗状況
主要な工事(道路、下水道及び公園・緑地整備)については、平成23年度末に概成している。

分譲については、平成２年４月から商業業務ゾーンの分譲を開始し、順次、各ゾーンの分譲を進めている。また、誘致企業のニーズに対応するため、平成15年度から事業用定期借地方式を本格導入し、分譲・賃貸を行っている。さらに、平成27年度から事業用定期借地用地の途中売却を行っている。

平成30年度末現在の分譲・賃貸状況は、計画面積219.3haに対し、契約済面積217.8ha、契

約率99.3％となっている。
④平成30年度の執行概要

分譲契約を２件、また、事業用定期借地の途中売却による分譲契約を３件締結した。
⑤土地の分譲・賃貸状況
（単位：ha）

	区分
	計画
面積
	契　　約　　面　　積
	残面積

	
	
	種別
	平成27年度
末累計
	平成
28年度
	平成
29年度
	平成
30年度
	合計
（契約率）
	

	商業業務
	29.6
	分譲
	6.0
	
	
	
	29.6
(100％)
	0

	
	
	賃貸
	23.6
	
	
	
	
	

	流通製造
加工
	15.6
	分譲
	15.4
	
	
	
	15.6
(100％)
	0

	
	
	賃貸
	0.3
	
	
	
	
	

	住宅関連
	7.7
	分譲
	7.1
	
	
	0.6
	7.7

(100％)
	0

	空港関連
産業
	14.3
	分譲
	8.3
	0.8
	
	
	14.3
(100％)
	0

	
	
	賃貸
	6.0
	▲0.8
	
	
	
	

	工場団地
	63.6
	分譲
	35.2
	4.9
	
	17.3
	63.6

(100％)
	0

	
	
	賃貸
	27.1
	 ▲4.9
	
	▲16.1 
	
	

	公共施設
	88.5
	―
	85.6
	
	1.4
	
	87.0
(98.3％)
	1.9

	計
	219.3
	分譲
	157.5
	5.8
	1.4
	18.0
	217.8

(99.3％)
	1.9

	
	
	賃貸
	57.0
	▲5.8
	
	▲16.1
	
	


※端数処理のため、各欄の計と合計欄が一致しない場合がある。

※賃貸の面積減は、事業用定期借地用地の途中売却によるもの。
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２．阪南スカイタウン事業（阪南丘陵住宅地区開発事業）
①目的
関西国際空港に関連する地域整備として、関西国際空港及びりんくうタウンの建設に必要な埋立用土砂の一部を供給するとともに、土砂採取跡地を有効に利用し、緑豊かなゆとりと潤いのある住宅地の形成と産業・文化・レクリェーション施設などの誘致による複合的なまちづくりを進める。

②事業の概要
（ア）造成面積　　　170.7ha（計画面積101.9ha）

（イ）事業期間　　　土砂採取　　　昭和61年度～平成４年度

宅地開発　　　昭和63年度～平成23年度

　　　　　　　　　　　　　※新住宅市街地開発法に基づく事業認可期間(～25年度)
（ウ）事業費      土砂採取　　　　　760億円

宅地開発　　　　1,162億円
（エ）採取土量（実績）　　約5,900万㎥　　


（オ）住宅戸数　　　約2,500戸

（カ）計画人口　　　約9,000人

（キ）根拠法令      新住宅市街地開発法
③事業の進捗状況
土砂採取事業については、関西国際空港へは平成３年12月、りんくうタウンへは平成４年12月にそれぞれ土砂供給を終え、平成６年７月にはすべての土砂搬出施設等の撤去工事を完了した。

また、宅地開発事業については、昭和63年８月に新住宅市街地開発事業の建設大臣認可を受け、開発に着手し、平成７年11月から分譲を開始、平成８年３月より入居が始まり、同年４月にはまちびらきを行った。

以降、事業計画等に基づき、計画的に住宅用地の分譲及び産業用地の分譲・賃貸を行っており、平成30年度末現在の分譲・賃貸状況は、住宅用地・産業用地等合計で、計画面積101.9haに対し、契約済面積96.3ha、契約率94.5％となっている。

④平成30年度の執行概要
産業用地については、分譲契約を1件、また、事業定期借地用地の途中売却による分譲契約を２件締結した。
⑤土地の分譲・賃貸状況
（単位：ha）

	区　　分
	計画
面積
	契　　約　　面　　積
	残面積

	
	
	種別
	平成27年度
末累計
	平成
28年度
	平成
29年度
	平成
30年度
	合計
（契約率）
	

	住宅用地
	38.3
	分譲
	33.5
	0.1
	1.4
	
	35.6

(93.0％)
	2.5

	
	
	賃貸
	0.7
	▲0.1
	▲0.0
	
	
	

	産業用地
	24.9
	分譲
	14.3
	0.3
	
	0.7
	21.9

(88.0％)
	2.9

	
	
	賃貸
	7.1
	
	
	▲0.5
	
	

	公共施設用地
	38.7
	－
	38.7
	
	
	
	38.7
(100％)
	0

	計
	101.9
	－
	94.3
	0.4
	1.4
	0.2
	96.3

(94.5％)
	5.5


※端数処理のため、各欄の計と合計欄が一致しない場合がある。

※賃貸の面積減は、定期借地用地の途中売却によるもの。
平成31年３月31日現在

３．二色の浜環境整備事業
①目的
二色の浜の保全と大阪湾の水質汚濁防止並びに貝塚市地域の都市環境整備のために、貝塚市脇浜地先海面に流域下水道処理場用地、工場移転用地、住宅用地、港湾用地、海浜緑地等を造成する。

②事業の概要
（ア）造成面積　　　251.7ha

（イ）埋立土量　　　2,400万㎥

（ウ）事業費　　　950億円（港湾局所管事業を除く建設投資額）

（エ）事業期間　　　昭和53年度から平成元年度（昭和55年度まで土木部が所管）

　　　　　　　　　　　　　※公有水面埋立法に基づく埋立免許取得～全域竣功認可

（オ）根拠法令　　　公有水面埋立法
③事業の進捗状況
阪南臨海土地造成事業は、昭和53年８月から土木部（現都市整備部）において開始、昭和56年度から企業局（現タウン推進局）において実施し、平成２年２月に概成した。当年度末における土地保有面積は事業用定期借地用地の約24.9haであり、全て賃貸中となっている。
４．大阪府まちづくり促進事業会計　比較損益計算書（平成28年度から平成30年度）
（単位：円）
[image: image2.emf]科　　目 平成28年度 平成29年度(A) 平成30年度(B) 増減（B－A）

２　営　業　費　用 3,902,002,624 549,964,213 16,475,774,706 15,925,810,493

 (1) 土 地 売 却 原 価 3,344,378,285 1,475,110 15,937,145,315 15,935,670,205

 (2) 一  般  管  理  費 557,624,339 548,489,103 538,629,391 △ 9,859,712

４　営　業　外　費　用 318,607,277 125,132,944 191,791,757 66,658,813

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 316,681,117 125,132,944 191,791,757 66,658,813

 (2) 雑   支　 出 0 0 0 0

 (3) 繰延勘定償却 1,926,160 0 0 0

５　特　別　損　失 0 16,958 160,128,782 160,111,824

 (1) 減　損　損　失 0 0 160,128,782 160,128,782

 (2) その他特別損失 0 16,958 0 △ 16,958

費 用 計 4,220,609,901 675,114,115 16,827,695,245 16,152,581,130

当 年 度 純 利 益 426,958,867 1,438,065,815 △ 4,113,893,043 △ 5,551,958,858

費 用 ＋ 利 益 計 4,647,568,768 2,113,179,930 12,713,802,202 10,600,622,272

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方


５．大阪府まちづくり促進事業会計　比較貸借対照表（平成28年度から平成30年度）
（単位：円）
[image: image3.emf]科　　目 平成28年度 平成29年度(A) 平成30年度(B) 増減（B－A）

１　固  定  資  産 110,200,954,909 110,190,108,068 94,057,855,962 △ 16,132,252,106

 (1) 有 形 固 定 資 産 110,200,954,909 110,190,108,068 94,057,855,962 △ 16,132,252,106

   ｱ　土　　　　　地 110,200,954,909 110,190,108,068 94,057,855,962 △ 16,132,252,106

 (2) 投資その他の資産 0 0 0 0

   ｱ　破産更生債権等 72,372,128 72,072,128 70,916,728 △ 1,155,400

    　貸 倒 引 当 金 △ 72,372,128 △ 72,072,128 △ 70,916,728 1,155,400

２　流  動  資  産 10,149,726,306 11,582,537,380 17,546,640,769 5,964,103,389

 (1) 現  金  預  金 10,144,813,335 11,566,228,017 17,519,277,014 5,953,048,997

 (2) 未　　収　　金 4,912,971 16,309,363 27,363,755 11,054,392

３　繰　延　勘　定 0 0 0 0

 (1) 企業債発行差金 0 0 0 0

資 産 合 計 120,350,681,215 121,772,645,448 111,604,496,731 △ 10,168,148,717

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方


（単位：円）
[image: image4.emf]科　　目 平成28年度 平成29年度(A) 平成30年度(B) 増減（B－A）

１　営  業  収  益 4,630,284,471 2,112,380,264 12,713,280,740 10,600,900,476

 (1) 土 地 貸 付 収 益 2,085,618,605 2,112,363,306 2,094,396,585 △ 17,966,721

 (2) 土 地 売 却 収 益 2,544,665,866 16,958 10,618,884,155 10,618,867,197

３　営 業 外 収 益 17,284,297 799,666 521,462 △ 278,204

 (1) 受  取  利  息 67,009 479,066 174,164 △ 304,902

 (2) 雑    収    益 17,217,288 320,600 347,298 26,698

収 益 計 4,647,568,768 2,113,179,930 12,713,802,202 10,600,622,272

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方


（単位：円）

[image: image5.emf]科　　目 平成28年度 平成29年度(A) 平成30年度(B) 増減（B－A）

４　固  定  負  債 108,505,666,758 71,547,988,023 74,186,012,298 2,638,024,275

 (1) 企    業    債 108,477,000,000 71,518,000,000 74,148,000,000 2,630,000,000

   ｱ　建設改良費等の財源に 108,477,000,000 71,518,000,000 74,148,000,000 2,630,000,000

    　充てるための企業債

 (2) 引    当    金 28,666,758 29,988,023 38,012,298 8,024,275

   ｱ　退職給付引当金 28,666,758 29,988,023 38,012,298 8,024,275

５　流  動  負  債 3,497,704,819 40,448,653,703 31,791,351,763 △ 8,657,301,940

 (1) 企    業    債 1,320,000,000 38,279,000,000 29,942,000,000 △ 8,337,000,000

   ｱ　建設改良費等の財源に 1,320,000,000 38,279,000,000 29,942,000,000 △ 8,337,000,000

    　充てるための企業債

 (2) 未    払    金 4,442,748 1,819,322 5,318,460 3,499,138

 (3) 未　払　費　用 14,592,660 14,577,543 4,434,110 △ 10,143,433

 (4) 前  受  収  益 0 0 0 0

 (5) 引    当    金 1,999,316 2,359,927 2,559,424 199,497

   ｱ　賞 与 引 当 金 1,689,394 1,987,206 2,149,866 162,660

   ｲ　法定福利費引当金 309,922 372,721 409,558 36,837

 (6) その他流動負債 2,156,670,095 2,150,896,911 1,837,039,769 △ 313,857,142

負 債 合 計 112,003,371,577 111,996,641,726 105,977,364,061 △ 6,019,277,665

６　資    本    金 11,934,592,731 11,925,221,000 11,890,242,991 △ 34,978,009

 (1) 自 己 資 本 金 11,934,592,731 11,925,221,000 11,890,242,991 △ 34,978,009

７　欠    損    金 3,587,283,093 2,149,217,278 6,263,110,321 4,113,893,043

 (1) 利 益 剰 余 金 △ 3,587,283,093 △ 2,149,217,278 △ 6,263,110,321 △ 4,113,893,043

   ｱ　利 益 積 立 金 2,661,239,765 2,661,239,765 2,661,239,765 0

   ｲ　当年度未処理欠損金 6,248,522,858 4,810,457,043 8,924,350,086 4,113,893,043

資 本 合 計 8,347,309,638 9,776,003,722 5,627,132,670 △ 4,148,871,052

負 債 ・ 資 本 合 計 120,350,681,215 121,772,645,448 111,604,496,731 △ 10,168,148,717

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方


６．企業債の発行状況・償還状況
【まちづくり促進事業会計】
（単位：円）
	　　　　　　　種類

区分
	地域開発事業債

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	当初現債額
	109,797,000,000
	109,797,000,000
	110,890,000,000

	発行・償還

及び利子
	発行額
	32,572,000,000
	1,320,000,000
	35,215,000,000

	
	償還額
	38,279,000,000
	1,320,000,000
	36,308,000,000

	支払額
	利子

支払額
	118,215,730
	120,050,530
	237,114,780

	年度末現債額
	104,090,000,000
	109,797,000,000
	109,797,000,000

	年利率
	0.001～0.173 ％
	0.001～0.223 ％
	0.001～0.223 ％

	備考
	公募債　８銘柄
	公募債　８銘柄
	公募債　８銘柄


事　務　執　行　概　要

管　理　課

総務・経営グループ
１．企画調整業務

タウン推進局事業を効率的かつ円滑に推進するため、局内各グループとの連絡調整を密にし、　局の企画調整、広報・広聴の事務をはじめ、人事管理及び諸経費の執行や給与・福利厚生など、所管事務の適正な執行に努めた。
２．まちづくり促進事業会計に係る予算執行管理・出納経理業務

予算編成・執行管理及び起債に関する事務をはじめ、経営全般に関する事項に係る調査・検討を行うとともに、出納及び経理事務を行った。

（１）収入支出決算額

（単位：円）
	区　　分
	決算額

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	収入
	まちづくり促進事業収益
	2,113,179,930
	4,647,568,768
	3,535,272,895

	
	まちづくり促進事業資本的収入
	1,320,000,000
	35,215,000,000
	5,041,000,000

	支出
	まちづくり促進事業費用
	675,114,115
	4,220,609,901
	4,681,396,033

	
	まちづくり促進事業資本的支出
	1,320,000,000
	36,308,000,000
	6,295,000,000


（２）平成30年度月別資金収支残高調書

（単位：円）

	月別
	預金
	小口現金
残高
	現金
残高
	月末資金残高

	
	収納額
	支払額
	月末残高
	
	
	

	前年度

繰越金
	11,566,208,017
	
	
	20,000
	0
	111,566,228,017

	4
	550,408,750
	3,832,676
	12,112,784,091
	20,000
	0
	12,112,804,091

	5
	1,040,595,201
	1,029,961,275
	12,123,418,017
	20,000
	0
	12,123,438,017

	6
	10,762,167,049
	10,802,303,188
	12,083,281,878
	19,550
	0
	12,083,301,428

	7
	438,787,434
	339,524,106
	12,182,545,206
	20,000
	0
	12,182,565,206

	8
	131,999,752
	62,728,085
	12,251,816,873
	20,000
	0
	12,251,836,873

	9
	409,321,569
	16,387,743
	12,644,750,699
	19,613
	0
	12,644,770,312

	10
	750,331,743
	312,491,723
	13,082,590,719
	20,000
	0
	13,082,610,719

	11
	40,762,412
	55,395,765
	13,067,957,366
	20,000
	0
	13,067,977,366

	12
	14,582,104,216
	51,132,416
	27,598,929,166
	20,000
	0
	27,598,949,166

	1
	28,999,534,934
	30,255,115,924
	26,343,348,176
	19,613
	0
	26,343,367,789

	2
	10,168,714,060
	18,679,943,678
	17,832,118,558
	20,000
	0
	17,832,138,558

	3
	10,841,592,534
	11,154,453,691
	17,519,257,401
	19,613
	0
	17,519,277,014


３．一般財団法人大阪府タウン管理財団に関すること

一般財団法人大阪府タウン管理財団の業務運営や、公益財団法人大阪府都市整備推進センターとの統合に係る指導及び調整を行った。
財産活用グループ
りんくうタウン事業（南大阪湾岸整備事業）において、府有地の貸付等を行い府有財産の適正な管理に努めるとともに、貸付に係る市町村交付金の交付を行った。

二色の浜環境整備事業において、二色の浜産業用地の事業用定期借地を継続し、府有財産の適正な管理に努めるとともに、貸付に係る市町村交付金の交付を行った。

また、民間事業者や地元市町が主体で進めるまちのにぎわいづくりを促進することにより、公と民の連携によるりんくうタウンの活性化に取り組んだ。
１. 南大阪湾岸整備事業（りんくうタウン事業）

（１）府有地の登記事務委託

必要に応じ分筆登記等の登記事務を業務委託している。委託状況は次のとおりである。
	年度
	委託料（円）

	30
	0

	29
	0

	28
	835,920


（２）府有財産の貸付、使用許可
府有財産の貸付の申請があったものについて、その事由に応じて貸付契約を行った。貸付等状況は、次のとおりである。

	年度
	区　分
	件数
	貸付料、使用料（円）
	収納額（円）

	30
	有償
	15
	2,068,260
	2,068,260

	
	無償
	5
	－
	－

	29
	有償
	16
	2,221,960
	2,221,960

	
	無償
	8
	－
	－

	28
	有償
	18
	5,441,942
	5,441,942

	
	無償
	16
	－
	－


（３）府有財産貸付に係る市町村交付金の交付

泉佐野市、田尻町及び泉南市に対し、市町村交付金の交付を行った。

（単位：円）

	交付先
年度
	泉佐野市
	田尻町
	泉南市

	30
	319,415,900
	0
	102,542,500


	29
	319,415,900
	15,611,300
	107,866,900

	28
	319,415,900
	15,611,300
	115,648,300


（４）府有財産の譲渡

府有財産（土地）の譲渡状況は次のとおりである。
	年度
	件数
	収納額（円）

	30
	0
	0

	29
	1
	31,922,808

	28
	2
	54,760,044


２. 二色の浜環境整備事業
（１）産業用地

事業用定期借地権設定契約に基づき、３社から貸付料を収納した。
	年度
	貸付料（円）
	収納額（円）

	30
	338,751,312
	338,751,312

	29
	337,490,148
	337,490,148

	28
	337,490,148
	337,490,148


（２）府有財産貸付に係る市町村交付金の交付

貝塚市に対し、市町村交付金の交付を行った。

	年度
	交付額（円）

	30
	53,584,300

	29
	53,584,300

	28
	53,584,300


３．阪南スカイタウン事業（阪南丘陵住宅地区開発事業）

府有地の貸付

府有財産の使用の申請があったものについて、その事由に応じて貸付契約を行った。貸付状況は、次のとおりである。

	年度
	区　分
	件数
	貸付料（円）
	収納額（円）

	30
	有　償
	3
	237,450
	237,450

	
	無　償
	‐
	－
	－

	29
	有　償
	4
	83,900
	83,900

	
	無　償
	‐
	－
	－

	28
	有　償
	2
	89,280
	89,280

	
	無　償
	‐
	－
	－


４. 千里・泉北地区の管財業務
（１）買戻特約登記の抹消事務
千里・泉北丘陵地区において分譲した土地及び建物のうち買戻期間が満了したものについて、買戻特約登記の抹消事務を次のとおり行った。

	（単位：件）
　　　用途　　　

年度
	土地
	建物
	計

	30
	135
	5
	140

	29
	159
	2
	161

	28
	127
	5
	132


（２）譲渡契約及び分譲収入状況

千里・泉北丘陵地区関連未処分地における譲渡契約及び分譲収入状況は、次のとおりである。

	年度
	件数（件）
	面積（㎡）
	契約金額（円）
	収納額（円）

	30
	0
	0
	0
	0

	29
	2
	28.57
	621,306
	621,306

	28
	0
	0
	0
	0


（注）「面積」欄の数値は、売買契約における実測面積

（３）府有地の登記事務委託

必要に応じ分筆登記等の登記事務を業務委託している。委託状況は、次のとおりである。

	年度
	委託料（円）

	30
	0

	29
	410,400

	28
	0


５. りんくうタウンのにぎわいづくりに関する業務
（１）イベント開催時における府有地活用
りんくうタウン内で開催されるイベントにおいて泉南市営公園予定地横用地や旧廃棄物収集センター用地を臨時駐車場等の目的で一時貸付を行った。
（２）りんくうまちづくり協議会の運営
りんくうタウンの立地企業と府、地元市町等で構成している「りんくうまちづくり協議会」では、公と民の連携によるまちのにぎわいづくりに取り組んでいる。（平成30年4月、「りんくうタウンにぎわいづくり研究会」から「りんくうまちづくり協議会」へと名称を変更）
平成30年度は、りんくうタウンの対岸に位置する関西国際空港で大幅に増加する国内外の来訪者を取り込めるよう、次の取組みを行った。
まちの魅力づくりの取組みとして、７月、10月にりんくうタウン内で開催されるイベントを紹介する「りんくう“いろどり”まちづくり」をはじめ、年間を通じてイベントのＰＲ等をサポートした。ホスピタリティ向上の取組みとして、9月と3月にまちの一斉清掃、11月に防犯講義等を実施した。また、まちの情報発信の強化の取組みとして、りんくうタウンの案内マップを作成し、駅に配架並びに、観光案内所、商業施設及び宿泊施設等で配布するとともに、平成28年度末に開設したホームページに、駐車場情報を掲載するなどコンテンツの充実をはかった。
誘致整備課

企画・整備グループ

主にりんくうタウン事業（南大阪湾岸整備事業）及び阪南スカイタウン事業（阪南丘陵住宅地区開発事業）の円滑な事業推進を図るため、課内の連絡調整、関係市町及び関係機関と協議、調整を行うとともに以下の業務を遂行した。
１．維持管理業務

りんくうタウン及び阪南スカイタウンにおける府管理施設（未処分地等）の運営及び維持管理のため、工事及び委託業務の発注、契約、施工管理を行った。

（１）発注・契約事務

タウン推進局発注の工事及び委託業務について、一般競争入札等に参加する業者の資格を審査するため、住宅まちづくり部競争入札審査会（タウン推進部会）を12回開催し、適正な発注・契約事務を行った。
（２）執行状況

りんくうタウン、阪南スカイタウンにおける当年度の維持管理業務に係る工事及び委託業務の執行状況は、次のとおりである。
《一般会計》

	区　　　　分
	種別
	件数
	契約額（円）
	執行額（円）

	タウン管理費
	工事
	0
	0
	0

	
	委託
	1
	1,553,040
	1,553,040

	りんくうタウン事業費
	工事
	0
	0
	0

	
	委託
	6
	1,866,240
	1,866,240

	阪南スカイタウン事業費
	工事
	2
	3,956,040
	3,956,040

	
	委託
	4
	5,765,040
	5,765,040

	平　成　30　年　度　 計
	工事
	2
	3,956,040
	3,956,040

	
	委託
	9
	9,184,320
	9,184,320

	平　成　29　年　度　 計
	工事
	2
	23,016,960
	16,384,680

	
	委託
	6
	4,897,800
	4,897,800


※工事及び委託業務の各案件については、平成30年度財務関係参考資料の「７委託料調」

「９工事請負費調」に記載

２．りんくうタウンの活性化に関する業務

府関係課（公園課、計画推進課、岸和田土木事務所）及び地元２市１町（泉佐野市・泉南市・田尻町）と「りんくうタウン活性化連絡会」を開催するなど連絡調整を行った。

泉佐野市域については、平成25年からりんくうタウンへ進出を希望する企業に対し、継続して企業ヒアリング等を行い土地利用ニーズの把握を行ってきた。

それを踏まえ、「りんくうタウンの土地利用の方向性及び公園予定地の暫定利用等に関する方針」をとりまとめ、その実現に向けて、次のとおり取り組んだ。
空港連絡道路南側の公園予定地に関しては、平成29年度に実施した開発運営事業者公募において決定した、最優秀提案者と事業用定期借地契約を締結した。
空港連絡道路北側の公園予定地における泉佐野市が行うスケートリンクを核としたまちづくり事業に関しては、関係課と調整を行い、泉佐野市と事業用定期借地契約を締結した。

３．阪南スカイタウン未利用地活用に関する業務
住宅地として処分が困難な粗造成地について、文化課、府立江之子島文化芸術創造センター（enoco）の「プラットフォーム形成支援事業」を活用しながら、住民ニーズ等を踏まえた暫定活用方策を検討・実現することにより維持管理費の削減を図るとともに、住宅以外の土地活用方策の転換により事業者立地をめざしている。
平成30年度は市場調査及び事業者ヒアリングを実施し、住民の理解を深めるためのワークショップを実施した。
４．地域活性化総合特区に関する業務

平成23年12月に指定された、国際医療交流の拠点づくり「りんくうタウン・泉佐野市域」地域活性化総合特区の事務局として、特区事業の運営に取り組んだ。
平成30年度は4月にりんくうタウン国際医療交流推進協議会の第11回協議会を開催の上、数値目標の一部を上方修正する等、特区計画の更新を行なった。
５．危機管理業務

大阪府災害等応急対策実施要領に基づき、タウン推進局の災害対策体制を整え、「大阪880万人訓練」及び「大阪府地震・津波災害対策訓練」と連動し、災害対策訓練を行った。災害対策訓練では、りんくうタウン、阪南スカイタウンでの被災を想定し、管理施設の点検や復旧対応、また関係機関（各施設管理者）との連絡等を実施した。

また、定期的に管理施設のパトロールを実施し、施設の安全確認を行った。
誘致分譲グループ

りんくうタウン事業（南大阪湾岸整備事業）において、産業用地の分譲等に関する事務や貸付料等の収納等を行った。
阪南スカイタウン事業（阪南丘陵住宅地区開発事業）において、住宅用地及び産業用地の分譲等に関する事務や貸付料等の収納等を行った。

１．りんくうタウン事業（南大阪湾岸整備事業）

（１）分譲関連業務

りんくうタウンの分譲業務及びＰＲに努めるため、分譲関連業務委託等を行った。
	年度
	件 数
	委託料（円）

	30
	1
	193,824

	29
	2
	545,400

	28
	2
	233,280


（２）分譲等の概要
平成30年度は、5件（180,037.51㎡）の売却を行った。このうち途中売却は、3件（161,260.39㎡）である。
（３）不動産鑑定評価等
分譲価格を決定する参考資料とするため、次のとおり不動産鑑定評価等を依頼した。
	年度
	件数
	役務費（円）

	30
	4
	1,263,600

	29
	5
	2,050,920

	28
	3
	1,279,800


（４）貸付契約
平成15年度から実施している事業用定期借地権設定契約における、貸付料を収納した。
	年度
	契約件数
(うち新規)
	保証金（円）
	貸付料（円）
	 収納額（円）

	30
	48
（　2）
	0
	1,708,966,461
	1,708,966,461

	29
	48
（  2）
	5,507,736
	1,686,358,073
	1,686,358,073

	28
	50
（  0）
	0
	1,662,631,730
	1,662,631,730


（５）りんくうタウン分譲等契約及び収入状況

	ゾーン
	年度
	区分
	件数
（件）
	面積
（㎡）
	契約金額
（円）
	収納額
（円）

	商業業務
	30
	－
	－
	－
	－
	－

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	－
	－
	－
	－
	－

	流通･製造
・加工
	30
	－
	－
	－
	－
	－

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	－
	－
	－
	－
	－

	住宅関連
	30
	分譲
	1
	6,544.62
	328,539,924
	328,539,924

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	－
	－
	－
	－
	－

	空港関連産業
	30
	－
	－
	－
	－
	－

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	分譲
	1
	8,199.27
	353,388,537
	353,388,537

	工場団地
	30
	分譲
	4
	173,492.89
	11,195,821,125
	11,195,821,125

	
	
	既契約分
	－
	－
	－
	－

	
	
	計
	4
	173,492.89
	11,195,821,125
	11,195,821,125

	
	29
	分譲
	－
	－
	－
	－

	
	
	既契約分
	－
	－
	－
	－

	
	
	計
	－
	－
	－
	－

	
	28
	分譲
	3
	49,439.11
	2,191,260,371
	2,191,260,371

	
	
	既契約分
	1
	1,554.13
	82,368,890
	6,589,512

	
	
	計
	4
	50,993.24
	2,273,629,261
	2,197,849,883

	公共施設用地
	30
	－
	－
	－
	－
	－

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	－
	－
	－
	－
	－


２．２2. 阪南スカイタウン事業（阪南丘陵住宅地区開発事業）
（１）分譲関連業務
阪南スカイタウンの分譲業務及びＰＲに努めるため、住宅用地及び産業用地等の分譲関連業務委託等を行った。（29年度は実績なし）
	年度
	件数
	委託料（円）

	30
	 1
	125,424

	29
	 0
	　　　　　0

	28
	 3
	1,176,120


（２）分譲等の概要
平成30年度は、３件（6,942.94㎡）の売却を行った。このうち途中売却は、２件（4,591.64㎡）である。
（３）不動産鑑定評価等
分譲価格及び貸付料を決定する参考資料とするため、次のとおり不動産鑑定評価等を依頼した。
	年度
	件数
	役務費（円）

	30
	　5
	1,554,120

	29
	　4
	1,192,320

	28
	　1
	150,120


（４）貸付契約
平成13、14年度に実施した一般定期借地権設定契約及び平成15年度から実施している事業用定期借地権設定契約における貸付料を収納した。
≪住宅用地≫

	区　　　　　分
	年度
	件数
	貸付料（円）
	収納額（円）

	一般定期借地
	30
	24
	7,257,900
	7,201,100
252,900

	
	29
	25
	7,292,700
	7,039,800
112,400

	
	28
	27
	7,556,000
	7,443,600
28,100


※収納額の下段は、前年度の未収分
≪産業用地≫

	年度
	契約件数

（うち新規）
	保証金（円）
	貸付料（円）
	収納額（円）

	30
	20
（ 0）
	0
	80,362,426
	69,111,934

	29
	20
（  0）
	0
	81,222,385
	69,971,893

	28
	20
　（  0）
	0
	77,940,727
	73,140,156


（５）公正証書作成手数料
事業用定期借地権の設定は公正証書によって約定することとされ、その作成手数料は、当事者が折半して負担する。平成30年度の公正証書作成はなかった。
	年度
	件数
	手数料（円）

	30
	0
	0

	29
	0
	0

	28
	0
	0


（６）府有財産貸付に係る市町村交付金の交付
阪南市に対し、市町村交付金の交付を行った。
	年度
	交付額（円）

	30
	14,721,900

	29
	15,443,900

	28
	14,169,500


（７）阪南スカイタウン分譲等契約及び収入状況

	
	年度
	区分
	件数
（件）
	面積
（㎡）
	契約金額
（円）
	収納額
（円）

	住宅用地
	30
	－
	－
	－
	－
	－

	
	29
	分譲
	 3
	14,426.87
	206,820,000
	206,820,000

	
	28
	分譲
	 3
	868.60
	35,700,000
	35,700,000

	産業用地
(公益的施設)
	30
	分譲
	1
	1,000.99
	38,638,214
	38,638,214

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	－
	－
	－
	－
	－

	産業用地
(特定業務施設)
	30
	分譲
	2
	5,941.95
	155,679,090
	155,679,090

	
	29
	－
	－
	－
	－
	－

	
	28
	分譲
	1
	3,359.62
	86,678,196
	86,678,196


平成31年３月31日現在











関西国際空港　　　4,550万㎥


りんくうタウン　　1,350万㎥









